
第４章

インフラとしてのデータからの価値の導出

　この章では、データの経済的潜在力についての理論的基礎を導入し、データの

潜在力を最大化し社会横断的に再利用するため取り組まれなければならない核

心的なデータ・ガバナンスの課題について検討する。本章は、データをインフラ

資源かつ非競合的資本財として示すことから始まる。その後、データの価値が完

全に状況依存であることや、データの再利用は、規模及び範囲に関する巨大な収

穫が正のフィードバック循環につながる多面市場を可能にするということについ

て検討する。よく誤解される表現である「所有権」についても検討し、データ品

質は多面的であり、7 つの面があることが示される。データアクセス、データ共

有、データ持ち運び制、及びデータ相互運用性という鍵となる考え方について調

べ、それらがデータ再利用に対する障壁の克服を助けるデータ・ガバナンスの枠

組みの要素になることを示す。

　私は、情報は多くの面で公共財のようだと思っていました。そして、情報が内生的で
ある限り民間の市場が効率的な資源配分を達成するようなことがありそうにないという
ことが明確になったのも、そうした考察のおかげでした。

――スティグリッツ（Stiglitz, 2001）

　絶え間なく拡張する商業活動を通じて、国家は絶え間なく裕福になります。したがっ
て、私的な利益に反しようとも、貿易と商業の経路は公共に開放され続けなければなり
ません。我々は、商業に従事する人々が多すぎるということではなく、そういう努力を
行う人々が少なすぎるということを心配すべきです。

――ローズ（Rose, 1986）
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はじめに

　データはますます価値の創造及び（データ駆動型）イノベーション（DDI）の重要な源泉となり
つつある。今日、将来の生産能力を拡張するため、ますます多くの組織がデータを収集し、蓄積し、
処理しており、生産性の改善はまさに劇的である。ナビゲーションのハードウェア及びソフトウェ
アの主導的な提供事業者であるTomTomは、そのナビゲーション機器及びその他の収集源から、
匿名化された個別利用者の移動の時刻、位置、方向及び速度を記述するデータ点を9兆以上収集し
保有しており、毎日70億の計測点を追加している1。データ分析の結果は、運転者に現在の交通状
況及び予測される交通状況について知らせるため、ナビゲーション機器にフィードバックされる。
このことは、大きな時間節約と混雑緩和につながりうる。全体としてみると、2009年以降、全世界
での個人の地理空間データの蓄積は毎年20％増加しつつあると推計されている。2020年までに、こ
のデータ蓄積は、時間と燃料の節約という形で全世界で5,000億米ドルの価値を提供することとな
り、あるいは3億8,000万トンのCO2排出量の削減をもたらすことになる（MGI, 2011）。

　データの利用がますます重要な経済的で社会的な現象となりつつあるため、経済学者及び政策分
析者は既存の概念及び理論を通じてこの現象をとらえようと試みている。「データは新しい通貨で
ある」（Schwartz, 2000 cited in IPC, 2000; Zax, 2011; Dumbill, 2011; Deloitte, 2013）というような比喩、
あるいはより最近では「データは新しい石油である」（Kroes, 2012; Rotella, 2012; Arthur, 2013）と
いうような比喩が、この出現中の現象を政策立案者及び政策決定者にとってわかりやすくするため
の修辞的な手段としてよく用いられている。こうした比喩は、データの（新しい）経済価値を取り
上げるには当初は役立つものであるが、多くの場合は不十分で、時には誤解を招くことさえあるも
のであり、注意を払いつつ使用されるべきである（例えばThorp, 2012; Bracy, 2013; Glanz, 2013参
照）。例えば、データは、生産過程において抽出され、転換され、及び燃焼されると枯渇してしま
う石油のような競合財ではなく、またそのような主要な資源でもない。石油とは対照的に、データ
は使用しても供給を使い果たすことにはならず、（したがって）原則として他者の需要に応ずる潜在
力を使い果たすことにもならない。こうした比喩のすべては、しかしながら、データの管理（ガバ
ナンス）に関するより良い政策及び戦略を形成できるようにするため、データの経済学をよりよく
理解し分析する概念が緊急に必要であることを反映している。そうした概念は、馴染みのある概念
に基づき打ち立てられるのが理想である。

　本章は、その必要性に公共政策の観点から応えようとするものである。本章は、政策立案者がど
のような時にデータが注意に値するかということを特定するに当たっての指南となる枠組みを提供
する。少なくとも初見では、すべてのデータが公共政策の観点から多大な付加価値を有するわけで
はない。ここでの一つの例は、Facebookのようなソーシャルネットワークに投稿があった時に生成
されるデータであろう。さらに（例えば）個人データの利用については論争が存在する。しかしな
がら、どのようなデータであっても社会全体を通じたその集積と共有により特定の社会的必要に応
えることができるなら、当該データは政策立案者の注意に値するかもしれない。本章は、価値創造
と経済の成長及び発展の駆動要因としてのデータの潜在力を説明する基礎的な経済的特性の分析か
ら始める。そうした特性には、次のものが含まれる。1）データ消費の（非）競合的性質、2）デー
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タの（非）排除性、及び3）データの創造及び利用における規模及び範囲の経済である。これらの
特性は、データはインフラ資源であるという結論を導き出す。特にFrischmann（2012）の成果を
始めとして、インフラ経済学を取り扱う豊富な文献基礎に立脚したうえで、本書はインフラとして
のデータから生じる主な供給側及び需要側の課題を分析する。数多くの学者 2（その中には
Corrado et al.（2012）が含まれる）により取り上げられた、全要素生産性の成長に主に理論的につ
ながることとなる潜在的な拡散効果（正の外部性）や、データを（知識の）コモンズとして管理す
るに当たっての含意について、特に注意を払うものである。

第1節　インフラ資源としてのデータ

　データの経済的特性は、データはインフラ又はインフラ資源として考えられるかもしれないとい
うことを示唆している。通常は伝統的なインフラというと公共の消費のための大規模な物理的設備
を指すため、これは直感に反しているように聞こえるかもしれない。伝統的インフラの古典的な例
は、高速道路や鉄道を含む交通システム、電話やブロードバンドネットワークを含む通信システ
ム、建築や上下水道のような基礎的なサービス及び設備である（Frischmann, 2012）。しかしながら、
全米研究評議会により例えば認識されているように（NRC, 1987）、インフラという表現は、教育シ
ステムや統治システム（例えば司法システムを含む）のような非物理的な設備も指す。Frischmann

（2012）は、次のように取り上げている。「全米研究評議会は、3つの概念的必要性を認識している。
……第一に、物理的設備を超えた先をみることの必要性、第二に、システムの観点からインフラを
評価する必要性、第三に、社会的需要の複雑なダイナミクスをより完全に考慮に入れ認めることの
必要性」である。Frischmann（2012）は、インフラのより広い概念が、純粋に物理的な観点ある
いは組織的な観点というよりは、機能的な観点からインフラがとらえられるべきであるということ
を強く示唆しているとする。

　Merriam-Webster（2014）により定義されたように、インフラは「基礎的な設備と構造であって、
……ある国、地域又は組織が適正に機能するために必要なもの」である。Frischmann（2012）に
よれば、インフラは「（あるシステム又は組織の）下にある拠り所又は基本的な枠組み」を提供し、
インフラ資源は以下の3つの基準を満たす「多くの終端のための共有手段」であるとする。

1）その資源は、かなりの範囲の需要のために非競合的な方法で消費される（すなわち非競合性
基準）。

2）その資源への社会的需要が、その資源を投入として必要とする下流の生産活動により主に牽
引される（すなわち資本財基準）。

3）その資源は、私的な財、公共財及び社会的な財を含むかもしれない幅広い財及びサービスの
投入として使用される（すなわち一般目的基準）。

　次の小節で議論されるように、（すべてではないにせよ）ほとんどのデータはまさに「多くの終端
のための共有手段」であり、Frischmann（2012）の3つの基準を満たす。したがって、データは原
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則としてインフラ資源として考えることができる。

非競合財としてのデータ

　消費の（非）競合性は、ある資源の消費が他者の需要に応じるその資源の潜在力に与える影響の
程度（あるいは影響を与えないこと）を指す。それはしたがってその財の追加的な一消費者によっ
て生じる限界費用を反映している。石油のような純粋に競合的な財は、一度に限り消費できる。デ
ータのような非競合的な財は、対照的に、原則として無限の回数消費できる。しかし、もし上述の
この特性が全要素生産性の成長への理論的つながりを提供する大きな拡散効果の源泉であるとした
ら、データを資源としてどのように最良の方法で配分するかという疑問がまた生じる。

　競合財はそれに最も価値を置く者によって消費される時に社会厚生が最大化されるということ、
及び競合財を供給するため、又は競合財を生産するために必要な資源を配分するためには、市場メ
カニズムが一般に最も効率的な方法であるということは、広く受け入れられている。しかし、非競
合財については、必ずしもそうではない（Frischmann, 2012）。非競合財は資源管理の点からの追
加的な自由度を伴うため、状況はより複雑である。Frischmann（2012）が取り上げるように、社会
厚生が最大化されるのはその財に最も価値を置く者によってその財が単独で消費されるときではな
く、その財に価値を置くすべての者がその財を消費するときとなる。非競合財へのアクセスを最大
化すると、すべての追加的な私的便益が何らの追加費用なしに実現することになるため、理論的に
は社会厚生が最大化されるであろう。

資本財としてのデータ

　データはしばしば「新しい石油」として語られる。しかしながら、データの非競合的性質に加えて、
そのような疑似化にはもう一つ欠点が存在する。すなわち、データはリンゴのような消費財でもな
ければ、石油のような中間財でもないということである。多くの場合、データは資本財として分類
される。

　消費財は、消費者あるいは企業に直接の便益を生じさせる。国連の国民経済計算体系（SNA）は、
消費財又は消費サービスを「（生産によるさらなる転換なしに）家庭、NPISH（対家計非営利団体）
又は政府組織によって個人の必要もしくは欠如又は共同体構成員の集合的な必要を直接に満たすた
めに使用されるもの」と定義している（UN, 2008）。対照的に、中間財と資本財は他の財を生産す
るための投入として使用される。それらは終端というよりは手段であり、それに対する需要はその
投入により引き出される産出に対する需要により牽引される。中間財と資本財はしたがって生産の
要素である（Saviz, 2011; Jones, 2012参照）。

　中間消費は、SNA（UN, 2008）により次のように定義されている。「生産過程により投入として
消費される財及びサービスであって、その消費が固定資本の消費として記録される固定資産を除く
ものの価値により構成されるもの」。資本財は、OECDによれば、「原料投入及び燃料以外の財であ
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って、他の財あるいはサービスの生産のために使用されるもの」である3。原材料（例：石油）の
ような中間財は使い果たされて消失し、あるいは他の財の生産への投入として使用されるときに転
換される。資本財は、そうではない。資本財は、「生産過程からの産出として生産されなければな
らない」のであり、そのことが、なぜ「土地、鉱物もしくは他の埋蔵物のような自然資産、石炭、
石油もしくは天然ガス又は契約、賃貸借及び許諾」が資本財として考えられないかということを説
明している（UN, 2008）4。

　データは時には消費者の需要を直接に満たすために消費されることもある。それは、読者に社会
経済上の事実について情報提供するOECD統計について例えば当てはまる。しかしながら、多くの
場合データは消費財ではなく財又はサービスの投入として使用される。そのことは、特に、大規模
なデータ（すなわち「ビッグデータ」）について当てはまり、そうしたデータは、それ自体が終端と
なるというよりは、手段となっている。換言すれば、ビッグデータへの需要はデータそのものへの
需要ではなく、その利用がもたらすことを約束する便益への需要なのである。この意味では、イン
フォグラフィクス（すなわちデータ、情報又は知識の図的で視覚的な表現）のような純粋なデータ
製品でさえ、データに適用されたアルゴリズム（インフォグラフィクスの事例では視覚化アルゴリ
ズム）の出力であることになる。

　データはまた、その非競合的性質により、使用されたときに消失することがないため、中間財
でもない。このことは、データが使用された後に放棄できないということを意味するわけではない。
多くの場合、データは一度きりしか使われない。しかしながら、過去においてはデータ保存の費用
があるために最早必要ではないかあるいは必要となりそうにもないデータの保持が躊躇されたが、
今日では、保存費用は無限でないにしてもデータが一般的に長い期間保持できる点にまで低下した。
このことは、資本財や生産要素として使用することのできるデータの能力を向上させたのである。

　さらに、資本財となることは、「物理的な劣化、通常の旧式化又は通常の偶発的損傷」（UN, 
2008）によりその価値が低下する他の資本財のような減耗がデータには起こらないということを意
味するわけではない。データの場合の減耗は、以降で述べるように状況依存的であるため、より
複雑である。価値がデータ使用の文脈・状況に依存するため、データには何ら本来的な価値はな
い。価値には、以降の小節でより詳細に紹介される数ある要素が影響することがあり、特に1）正
確性、及び2）データの適時性が影響する。より関係が深く正確なデータが特定の文脈・状況のた
めに使用されるほど、データはより有用で、価値あるものになる（Engelsman, 2009で引用されて
いるOppenheim, Stenson and Wilson, 2004を参照）。このことは、しかしながら、データの価値は、
どのように使用されるかに依存しつつ、時間の経過とともに低下していくということを示唆してい
る（Engelsman, 2009で引用されているMoody and Walsh, 1999を参照）。データは特定の目的のた
めの利用と関連性を失い始めたときに価値の点から特に減耗しうる。そのため、例えば金融部門で
は、「リアルタイム」のデータ供給により実現される一時的なプレミアムが存在する。

　データの資本財的性質は経済成長にとって大きな含意となる。非競合資本であるため、データは
理論上は（同時に）複数の利用者により複数の目的のために無限の数の財及びサービスを生産する
ための投入として使用されることができる。実際上は、全要素生産性へのこのつながりは、データ
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が可能とする多面市場、すなわち個々の利用者集団が便益（外部性又は拡散効果）を他の集団に生
じさせる経済プラットフォームにおいて、応用されている。

一般目的投入としてのデータ

　Frischmann（2012）が説明するように、「インフラ資源により、多くのシステム（市場システム
及び非市場システム）を機能させ、多くの異なる種類の利用者から生じる需要を満足させることが
できる」。インフラ資源は特定の限定された目的のために最適化された投入ではないが、「基礎的で
多目的の機能性を提供する」（Frischmann, 2012）。特に、インフラにより、幅広い範囲の私的財、
公共財及び社会財を利用者がその能力に応じて自由に生産することが可能となるのである。

　データがどのように利用されるかは典型的にはその初期の収集目的によるだろう。例えば、農業
データは最初は主に農業の財及びサービスのために利用されるだろう。しかしながら、理論的には
データの利用目的に関しては何の制限もなく、その再利用から生じる便益は、ある領域で創造され
たデータが他の領域で応用されたときにさらなる知見を得ることができるという事実に基づいてい
る。一つの明確な例は、オープンな公共部門データにみられる。すなわち、元来は行政目的で利用
されていたデータセットが、その際は予見されなかったサービスを創造するために起業家により再
利用されるという例である。同様に、保健分野及びアルツハイマー病の研究者は、病気の進行に伴
い行動様式及び栄養摂取に生じる影響を研究するために、小売りのデータ及びソーシャルネットワ
ークのデータを再利用することを検討中である。

　インフラの一般目的の性質は、鍵となる政策上の含意とともにある。すなわち、（事前には予
見できない）公共財及び社会財のインフラを通じた生産については、インフラの不十分な提供
という市場の失敗につながりうるため、場合により政府の介入が求められるということである。
Frischmann（2012）が説明するように、「（インフラについての）利用者の支払意思は、利用者が実
現を期待している価値である私的需要を反映するものであり、彼らの利用の結果として他者が実現
する価値を考慮に入れていない」（社会価値）。「社会価値は実質的なものかもしれないが計測が極
めて困難である」ことは「需要表明問題」につながり、そのことは同様に、インフラの供給不足と「社
会的に最適な範囲よりも狭い範囲の利用者のためにインフラのアクセスと利用を優先化する」こと
につながるかもしれない（Frischmann, 2012）。結果として、インフラへのアクセスを制限するに当
たって大きな（社会的）機会費用が生じる可能性がある。換言すれば、オープンな（クローズドな）
アクセスは、その性質そのものにより大きな拡散効果を有する私的財、公共財及び社会財の下流で
の生産における自由と利用者の機会を推進（制約）するのである。特に、高い不確実性、複雑性及
び動態的な変化により特徴付けられる環境においては、オープンアクセスがインフラの便益を最大
化するために最適な（私的かつ社会的）戦略となりうる。

　このことは、そのような需要表明問題が起こるであろう場合は、データ市場ではデータの社会需
要に完全に応じることができないかもしれないということを意味する。データの需要表明問題を検
討した文献は知られていないが、例えばデータが政府において透明性を向上させるために利用され
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るとき（第10章参照）など、データ・エコシステムにおいてそのような問題が起こるかもしれない
と信じる十分な理由がある。加えて、後述するデータ及び情報の状況依存性と、データによっては

（例：研究）その利用される環境が高度に不確実で複雑でかつ動態的であることにより、データの
事前の潜在価値を完全に評価することはほとんど不可能となっており、需要表明問題が際立つこと
となっている。

　後者の点は、例えばコモンズとして、あるいはオープンアクセス制度により、無差別アクセスの
制度に基づいてデータを管理することを求めることになる。Frischmann（2012）は、次の理由を
指摘している。最初の2つの理由は実際のところOECDイノベーション戦略（OECD, 2010）及び
OECD（2013a）の「知識のネットワーク及び市場」に関するプロジェクトで検討されたオープンイ
ノベーション（コラム4.1参照）の概念と密接に関係している。

●●供給者、顧客又は競争者とでさえ協力し又は共同生産を行うことを推進するのは新しい現象で
はない。共同研究事業や特許プールはよく知られた例であり、無差別アクセス制度のもとで企
業が資源を共有するものである。これは「個別の研究努力は複雑性、支出、戦略的懸念、取引
費用、その他障害により妨げられるため」（Frischmann, 2012）である。共有の協定はこう
した協調の取り組みの重要な部分であることが非常に多い。データという特定の場合について
は、アクセスが公衆に開かれている必要まではなく、「時に単純な調整問題であり時により難
しい囚人のジレンマ問題である集団行動問題を乗り越える」ために、コモンズとしてデータ共
有する提携者にアクセスが限られるかもしれない5（Frischmann, 2012）。

●●利用者による価値創造活動（利用者・消費者駆動型イノベーション）の支援及び奨励も、オー
プンアクセスにより可能となりうる。オープンアクセスは、「利用者が価値創造について最も
良い位置を占めるかもしれないことを認識する」組織にとっては最適な戦略である

（Frischmann, 2012）。最も弱いオープンアクセスの形では、利用者が自らの個人データに
のみアクセスを許され、「自らの消費活動について、行動を変えることとなることもある情報
を明らかにすることも多い一層の見える化」が消費者に対し実施される（MGI, 2013）。最も
極端な形では、アクセスが公衆に開かれ、利用者（消費者及び市民を含む）は「財及びサービ
スの品質の改善について材料を提供する」力を付与される（MGI, 2013）。これには、データ
の品質とともに、公共サービスを改善することが含まれる6。

●●将来の市場価値の源泉について高い不確実性が存在するときに組織のインフラ資源のオプショ
ン価値7を最大化すること。上述した、将来価値の創造には利用者が最も優れた立場にいると
いうことを知る組織の場合とは対照的に、この場合の組織は、「将来の価値の源泉について確
信が持てないのである。……どのような予見できない利用者が現れるか、何を人々が求めるか、
人々の支払意思額はいくらになるか、どのような補完財・補完サービスが将来現れるか、等が
不確実なのである」（Frischmann, 2012）。そうした組織はオープンアクセス戦略を採用し、

「利用者による実験がもたらす増加価値、潜在的な価値創造サービスの範囲拡大、終局的に表
れる最高のサービスについての市場選択、及び継続的な発展のためのありうる道筋と利用者の
選好についての時間をかけた学習という利点」を獲得する。組織にとってのオープンアクセス
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戦略の利点は、「柔軟性を保ち、未成熟な最適化又は特定の発展経路へのロックインもしくは
限られた範囲の経路へのロックインを避ける」（Frischmann, 2012）ことである。

●●公共財及び社会財の生産に対する（相互）補助は、その創造する（社会的）価値に基づきそう
した公共財及び社会財への（社会的）需要を評価することにより、勝者（利用者又はアプリケ
ーション）を指定することを要する（Frischmann, 2012）。政府は公共財の生産を次の方法
により支援することができる。1）当該公共財の直接生産、又は2）（例えば）研究への補助金、
調達計画、委託研究及び税優遇措置である。これらの戦略はすべて、勝者と敗者を指定するに
当たっての困難、及び資源が限られているという事実など、数ある課題を惹起する。オープン
アクセス制度は、公共財及び社会財の生産を支援するための、より効率的で政治的に魅力のあ
る「間接的な介入」となりうる。Frischmann（2012）が強調するように、「コモンズとい
う管理は、……公共財又は社会財を生産する利用者に対する、……直接の補助ではないが、相
互補助を効果的に作り上げるものであるとともに、市場が行うものであっても政府が行うもの
であっても、アクセス及び支援に値する利用者を、……優先付け又は順位付ける『勝者の指定』
に依存する必要を除去するものである」。
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コラム4.1　「オープン性」の例

●●オープンイノベーション―この語は、「内部イノベーションを加速させ、及びイノベー
ションの外部利用のための市場を拡大させる、知識の目的特化的な対内流入及び対外流
出の利用」を意味している。これには、許諾付与、協調、共同事業等を活用する事業で
あって専有に基づくものも含まれる。その場合は、「オープン」は、個別組織の境界を越
えた、イノベーション知識の手の届く範囲での流通を指すと理解されよう。

●●オープンソース―この語は現在、多くの場合に異なる貢献者によって共同開発された
イノベーションであって、どのように利用されるかについて大きな制限なしに誰にでも
無料で利用可能なものを指すために用いられている。ありうる制限としては、派生作品
が同様の条件で提供されなければならないというものがある。

●●オープンサイエンス―この語は、用いられた科学手法及び収集されたデータについて
透明性を向上させることを推進し、データの公共利用可能性及び再利用可能性を提唱し、
及び（特に公的資金の拠出を受けている場合に）研究とその結果を広く流通させるべき
であることを主張する運動について用いられることが多い。

●●オープンアクセス―この語は、科学文献及びデータに「デジタルに、オンラインで、
無料で、及び多くの著作権と許諾上の制限が課せられることなしに」アクセスする可能
性のことを指す。この語はまた、無料かつオープンな情報提供と結び付いた形で収入源
を得ることを可能とするビジネスモデルを開発した利潤追求型の運営事業者がデータを



第2節　データの経済学

データの規模及び範囲についての収穫逓増とネットワーク効果

　規模に関しての収穫は、用いられた投入要素の量の変化の結果としての産出水準の変化と関係し
ている。規模に関しての収穫逓増は、例えば、すべての生産要素の量を2倍にすると産出が2倍以
上という結果になる場合に、実現される。範囲に関しての収穫は、規模に関しての収穫に概念的に
は類似するが、比例関係以上の産出につながるのが投入要素の大小又は規模ではなく、多様性であ
るという点が異なる。対照的に、規模の経済は産出の大きさ又は事業運営の規模のおかげで組織が
得る費用面の有利性のことを指す。大きさと規模が増すにつれ、単位産出当たりの費用（平均費用）
は減少する。範囲の経済は規模の経済に概念的には類似するが、同様に、平均費用（単位当たり費
用）の比例関係以上の減少につながるのが、産出の大きさ又は規模ではなく、生産の多様性である
点が異なる。

　ネットワーク効果は、しばしば需要側の規模の経済と言われるが、（需要側の）ある財のある利用
者にとっての効用が他の利用者によるその財の利用状況に左右されるという事実を指す。よくある
ひとつの例は、ファックス機である。単一のファックス機は単一の利用者にとっての効用を一切持
たないが、他の利用者がファックス機を購入する決定をするにつれ、技術により既存の利用者ネッ
トワークと通信する機会が増大するため、便益を生み出し始めるのである。SNSのような多くのデ
ータ駆動型のサービス及びプラットフォームには、利用者数に応じ比例関係以上にサービス効用が
増大するという大きなネットワーク効果の性質がある。そのことにより、供給側の規模及び範囲に
関しての収穫逓増が強化されるのである。

　データが供給側及び需要側の双方における効果を強化する正のフィードバック循環を伴う再利用
が可能な非競合的な資本であるため、データの利用により、規模及び範囲に関しての大きな収穫を
生み出すことができる。同時に、データの集積は一定の費用（例：保管費用）及びリスク（例：プ
ライバシー侵害及びデジタルセキュリティのリスク）を伴う。ともあれ、データ利用の利点は次の
とおり明確である。

1）規模に関しての収穫逓増―データの集積は、データ駆動型サービスの顕著な改善をもたら
し、結果としてより多くの利用者を惹きつけ、さらに多くのデータの収集さえ可能となるこ
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提供する場合についても用いられることがますます多くなってきている。

●●オープン知識―オープン・ナレッジ・ファウンデーションによって造り出されたこの
語は、いかなる法的、技術的又は社会的制約もなしに、人々が自由に利用し、再利用し
及び配布することのできるすべてのコンテンツ、情報又はデータを指す。

出典：OECD（2013a）.



とにつながりうる。この「正のフィードバックにより、強者はますます強く、弱者はますます
弱くなり、極端な結果がもたらされる」のである（Shapiro and Varian, 1999）。例えば、
Google Searchのようなサービス、Amazonにより提供されているような推薦エンジン又は
TomTomによって提供されているようなナビゲーションシステムをより多くの人々が使えば
使うほど、求められたサイトや製品を届け、あるいは交通情報を提供するに当たっての正確性
が増すため、それらはより良いサービスとなっていき、より多くの利用者を惹きつけることに
なるだろう。

2）範囲に関しての収穫逓増―もしデータ連携が可能であるなら、サービスの多様化により、
さらに良い知見がもたらされる。これは、データ連携により、「超付加的な」知見を得ること
が可能になり、範囲に関しての収穫逓増につながるからである。データ連携はデータを文脈化
する手法であり、個別のデータ部分（データサイロ、縦割りデータ）の総計よりも大きい知見
及び価値を得る源泉となる。Newman（2013）がGoogleの事例で取り上げたように、

「Googleはその検索エンジンを用いてあらゆる者からデータを収集するだけではない。Gmail
アカウントでの執筆の中で何に興味を感じているか、YouTubeで何を観ているかに関するデ
ータ、Google Mapによればどこに所在しているかに関するデータ、GoogleのAndroid電話
機の利用から生じる他の一連のすべてのデータ、及びGoogleのオンラインサービスのウェブ
全体から供給される利用者情報も収集している」8のである。この多様なデータセットにより、
他の方法ではほとんど不可能である良好なプロファイリングが可能となる。

　これらの効果は相互排他的ではなく、相互作用し増幅する可能性がある。例えば、Googleの検索
及びウェブメールのプラットフォームによりカスタマイズされた検索結果及び広告に理解のある消
費者は、そのプラットフォームでより多くの時間を費やし、Googleはそれにより、（新規の）消費
者と広告者（すなわち市場の両面）のために、消費者行動に関するさらに多くの価値あるデータを
集めサービスを改善することができる。これらの自己強化的な効果により、範囲に関しての収穫逓
増が出現しさらに多くの情報がデータ連携のおかげで利用可能となるため、プラットフォームで提
供されるアプリケーション（例：付随する電子メール、メッセージ交換、動画、音楽及び電話）の
数が増加するかもしれない。結果として、Googleのような会社は、（Facebookと合わせて）米国の
モバイル広告市場において60パーセント近くの市場シェアを有することになった。

多面市場を可能にする非競合資本としてのデータ

　上記で示した諸効果は、データが可能とする多面市場の文脈で検討される必要がある。両面市場
又は多面市場は、「大まかに言って、一つ又は複数のプラットフォームが最終利用者間の相互作用
を可能とするとともに、おおむね片方の面において課金することによりその両面又は複数面を『巻
き込もう』とする市場であると定義される」（Rochet and Tirole, 2006）。これらのプラットフォー
ムにより、複数の異なる顧客群が、相互作用するだけでなく、互いの間に存在するかもしれない外
部性を交換することも可能となる。換言すれば、一方の顧客群の意思決定が他の顧客群にとっての
結果に影響する。その結果、各群に課される価格は、これらの外部性を反映したものになることが
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